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第１節 健康危機管理

１ 健康危機管理に関する研修会・連絡会

表１ 健康危機管理に関する研修会・連絡会の開催状況                      （平成 30年度）

実施日時

開催場所
内     容 参集者

参加

人数

平成 30年 12 月 27 日（木）

10：00～12：00

石川中央保健所

【健康危機管理研修会】

・ＤＨＥＡＴとは

・保健所対応マニュアルについて

・防護服着脱訓練の実施

保健所 職員 25 人

平成 31年 3月 11日（月）

15：30～17：00

県庁

【災害時医療関係機関連絡会】

・情報伝達等訓練実施結果について

・石川中央保健所管内における「地域医療救護活動支援室」

について

・石川中央保健所管内における災害時情報伝達ルールにつ

いて

  

管内災害拠点病院

石川ＤＭＡＴ指定

病院

日本赤十字病院

救急告示病院

郡市医師会

消防本部

市町

県庁関係課（危機対

策課、医療対策課、

障害保健福祉課、

こころの健康セン

ター等）

石川中央保健所

44 人
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第２節 関係機関との連携

１ 地域保健・医療・福祉連携対策連絡会

表１ 地域保健・医療・福祉連携対策連絡会の開催状況                              (平成30年度)

会 議 名
実施日

開催場所
参 集  者

出席

人数
目   的 会  議  内  容

石川中央医療圏保

健医療計画推進協

議会

平成30年

10月 22日(月)

県庁

医師会(県・郡市)、歯科

医師会、薬剤師会、病院、

病院協会、保険者協議

会、食生活改善推進協議

会、女性団体、市町、消

防署、保健・医療関係者

37

地域保健・医療の基本

的指針の策定及び充

実強化を図る。

・石川県地域医療構想の推進に向けた

今後の取り組みについて

・意見交換

平成31年

1月22日（火）

県庁

医師会(県・郡市)、歯科

医師会、薬剤師会、病院、

病院協会、食生活改善推

進協議会、女性団体、市

町、消防署、医療関係者

39

・地域医療構想の推進について

・地域包括ケアシステム及び在宅医療

連携について

・意見交換

保健所運営協議会

平成31年

1月 10日(木)

県庁

医師会、歯科医師会、薬

剤師会、福祉関係、利用

者、市町

14

地域保健及び保健所の

運営に関する事項を審

議する。

・保健所の事業概要について

・企業の「健康経営」総合推進事業につ

いて

・不正栽培のけしについて

・全国的な風しんの流行とその対応

について

石川中央医療圏地

域・職域連携連絡

会

平成31年

2月14日（木）

県庁

全国保健協会、国民健康保

険団体連合会、市町
19

地域保健及び職域が協

働して健康づくりを進

めるための課題を共

有・検討する。

・特定健診受診率向上対策について

・健康づくり事業等の情報共有と活用

推進について

・職域と連携したがん検診の実施につ

いて



69

２ 糖尿病重症化予防ネットワーク事業
糖尿病医療については、保健と医療が一体的に対策を推進することを目指して、石川県第６次医療計画（H25～）から、郡市医師

会単位で取組んでおり、平成30年度から開始された石川県第７次医療計画でも引き続き推進することとなった。糖尿病患者の早期発

見・早期治療や重症化予防のための診療連携体制の構築を図ることを目的としている。

表２ 管内糖尿病重症化予防ネットワーク協議会の開催状況            （平成 30 年度）

白山野々市地区糖尿病重症化予防ネット

ワーク協議会

河北地区糖尿病発症・重症化予防ネットワー

ク協議会

委員
公立松任石川中央病院、公立つるぎ病院、

医師会、眼科医会、歯科医師会、薬剤師

会、栄養士会、白山市、野々市市、保健

福祉センター

金沢医科大学病院、河北中央病院、医師会、

眼科医会、歯科医師会、薬剤師会、職域（金

沢医科大学、PFU）、かほく市・津幡町、内灘

町、保健福祉センター

事務局 公立松任石川中央病院 金沢医科大学病院

協議会 3 回 2 回

主な事業

内容
・糖尿病重症化予防のための連携強化（糖

尿病合併症検査「糖尿病ドックパス」の

運用、「糖尿病ドックパス（簡易 Ver.）」
の作成

・医療従事者向け研修会・講演会（5 回）、

症例検討会（2 回）

・住民向け出前講座（8 回）、市民公開講

座 (2 回 )の開催

・医師会向け「白山野々市地区糖尿病重

症化予防パンフレット」の修正

・歯科医師会向け「白山野々市地区糖尿

病重症化予防パンフレット」の作成

・「保健医療連携体制」の取り組み継続

・医療従事者向け研修会・講演会（6 回）、症

例検討会（1 回）

・住民向け啓発活動として、3 市町での健康フ

ェアにおける健康教育（3 回）

・世界糖尿病デーに併せ、ブルーライトアッ

プの実施

・糖尿病手帳活用による連携啓発ポスター作

成・配布（200 部）、患者向けパンフレット等

追加作成（各 100 部）

成果発表会 平成 31 年 2 月 24 日
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３ 市町支援

（１）活動方針
ア 市町（関係機関）からの要望に応じて支援を実施する。

イ 管内の状況を把握し、保健所が介入した方がよいと判断した支援等を実施する。

（２）基本的な視点
ア 社会情勢の変化により必要となる体制整備が円滑に推進されるよう支援する。

イ より効果的、効率的に保健事業を推進するために、職員の資質の向上ができるよう支援する。

（３）市町支援の重点課題
ア 母子保健

    ・多胎妊産婦・育児支援教室の実施（広域）

    ・ハイリスク妊産婦の保健医療連携への支援

イ 特定健診・特定保健指導

  ・効果的な特定健診・特定保健指導実施体制の充実

・第３期特定健診等実施計画に基づいた計画的な実施

・受診率の向上、効果的な保健指導の更なる推進

・糖尿病重症化予防ネットワーク事業への支援

  ウ 健康増進・地区組織育成・健康づくり計画

    ・食育の推進

    ・がん検診受診率向上対策の推進

    ・健康増進計画（第２次）中間評価等への支援

・健康増進計画に基づいた事業実施への支援

エ 障害保健福祉

・在宅精神障害者や家族からの相談への支援

・自殺対策行動計画策定への支援

・自殺対策の推進

・自立支援協議会への支援

  オ 感染症対策・予防接種

・感染症発生時に適切な対応ができるよう体制整備

・予防接種事業の評価

・地域密着型高齢者施設への巡回指導

・市町新型インフルエンザ等対策行動計画策定への支援

  カ 高齢者に関すること

    ・地域の実情に応じた介護予防体制の整備

  キ 健康危機管理

    ・災害時における健康危機管理体制の整備・充実
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（４）市町と保健福祉センターとの事業検討会             

表３ 事業連絡会の開催状況                                    (平成30年度)
市町名 実施日時・会場 出 席 者 内    容

か ほ く 市
平成30年5月16日（火）13:30～15:00

かほく市宇ノ気保健福祉センター 市町：

保健福祉担当課長

〃 担当者

保健福祉センター：

企画調整課長

健康推進課長

健康推進課担当課長

企画調整課専門員

        等

・平成30年度における市町事

業の課題、保健所への支援

要望等について

・意見交換

白 山 市
平成30年5月9日（水）13:30～16:30

健康センター松任

野 々 市 市
平成30年5月21日（月）13:30～15:00

野々市市保健センター

津 幡 町
平成30年5月11日（金）13:30～15:00

津幡町役場

内 灘 町
平成30年5月9日（水）10:00～11:30

内灘町保健センター

（５）市町支援実績           
表４ 市町支援状況                                      (平成30年度)

保

健

計

画

の

策
定
・
地
区
診
断

母

子

保

健

健

康

増

進

介

護

予

防

生

活

支

援

歯

科

保

健

感

染

症

精

神

保

健

福

祉

難

病

介

護

保

険

健

康

危

機

管

理

そ

の

他

計

実 施 回 数 7 133 53 2 4 4 69 - 30 8 11 321

参 加 延 人 数 142 1,376 764 28 42 79 921 - 634 287 165 4,438

  ※市町が主催した研修会・会議等で行った市町支援も含む
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第３節 学会発表

１  北陸公衆衛生学会（第４６回）
    開催日:平成３０年１１月５日（月）    開催地：石川県    発表方法：口頭発表

循環式入浴設備を有する施設の効率的な問題点の掘り起こしについて

○松下 悠希、中村 能則、東田 裕之、伊川 あけみ（石川県石川中央保健福祉センター）

〔目的〕

近年、温浴施設がブームと言われることがあるが、時折、循環ろ過式入浴施設において深刻なレジオネ

ラ症集団感染が発生することがある。そこで、管内 3 市 2 町の循環ろ過式入浴設備を有する施設の現状の

把握及び問題点を掘り起こし、今後優先してフォローアップすべき施設の選定に活用するためにアンケー

ト調査を行ったので報告する。

〔方法〕

循環ろ過式入浴設備を有する施設に対して、衛生状況についてアンケートを実施し、59 施設（一般公衆

浴場業 7、その他公衆浴場業 33、旅館業 19）より回答を得た。無回答は 25 施設だった。調査項目は①残留

塩素濃度の測定の実施、②貯湯槽の管理（清掃頻度、貯湯温度）、③集毛器の管理、④換水の頻度、⑤高濃

度塩素消毒の実施、⑥浴室等の清掃頻度、⑦配管の洗浄消毒の実施、⑧定期水質検査（検査項目、検査頻

度、保存年数）であり、「公衆浴場における衛生等管理要領」に示されている基準により適否を判定し、業

種別で検討を行った。

〔結果〕

全体として、②③⑤は不備のある施設が 4 割超と多く、逆に①④は 2 割未満と少なかった。

業種別にみると、旅館業施設では、全項目で 2 割以上の施設に不備があり、そのほとんどが他業種と同

等かそれ以上の割合であった。特に、①については両公衆浴場では 3～4時間毎に測定しているのに対し、

営業時間によらず 1 営業日を通して約 1 回と明らかな差があったほか、⑦については 7 割以上の施設が未

実施であった。一般公衆浴場では②の不備の施設割合は他業種よりも多いものの、③④⑥は少なかった。

その他公衆浴場は不備のある施設の割合が他業種と同等かそれ未満であった。なお、施設数が多く規模や

業態が多様であるため、代替指標として日平均利用者数別で 4グループ（1-49・50-99・100-499・500 人超

/日、順に福祉施設・旅館業併設と福祉施設・特徴無し・スーパー銭湯とスポーツジムが多いグループに相

当）に分けて追加の検討をしたところ、利用者数が少ないグループは不備のある施設の割合は多く、利用

者数が多いグループ（特に 500 人超の施設）では少ない傾向がみられた。

〔考察〕

一の施設に対して多項目をくまなく点検することが理想であるが、監視に費やすことのできる資源に限

りがある行政としては、いかに効率よく問題点を見つけ出して改善を促し、衛生水準の底上げを行うこと

も課題である。今回の調査により、管内の営業施設における自主管理状況の傾向を確認した。衛生管理が

不十分とみられる施設に対しては順次指導をすすめている。今後、新規施設や類似施設に対しても、本調

査の経験を活かして業務にあたりたい。
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石川県石川中央保健福祉センターにおける精神障害者の地域移行支援の取り組みについて

○河畑 沙織、道下 妙子、寺西 久子、伊川 あけみ（石川県石川中央保健福祉センター）

〔目的・背景〕
精神科病院に長期入院している方は減少傾向にあるものの、未だに社会的要因による長期入院が多い現

状にある。平成 29年度石川県では 3,121 名が精神科医療機関に入院しており、うち 1,921 名（約 62％）は
1 年以上の長期入院である。当センター管内の 1 年以上の長期入院患者は 357 名である。（厚生労働行政推
進事業費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）精神科医療提供体制の機能強化を推進する政
策研究）より）
平成 29 年度から、国では、精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができ

るよう、医療、障害福祉、介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された

地域包括ケアシステムの構築を目指している。そのためには関係機関の事業者が地域生活に関する相談に
対応できるように、圏域ごとの保健・医療・福祉等の関係者が連携して支援体制を構築していくことが必
要となる。
長期入院中の精神障害者が本人の意向に即し、住み慣れた地域で充実した生活を送れるよう、地域移行

を推進することを目的に、当センターで行った取り組みについて報告する。

〔取り組み・結果〕
（1）ピアサポーターの登録・活動

石川県では、地域で生活する精神障害の当事者をピアサポーターとして養成し、精神障害者に対し、
地域移行に関する相談・助言を行っている。当センターでは平成 25 年度から登録を開始し、平成 30 年 8
月現在、9 名のピアサポーターが登録されている。これまでに、精神科病院入院患者とグループホーム入
所者の交流会を 4 回行い、実 6 名（延 7 名）のピアサポーターが体験談を発表した。また、1 名は退院患

者の外出同行支援等の活動を 3 回行った。交流会に参加した患者から、当事者から直接話を聞いて退院
後の生活のイメージがつき参考になった、不安はあるががんばりたい、との声が聞かれた。

(2）関係機関との連絡会
平成 28 年度から、医療、保健、福祉等の関係機関の役割を確認し、地域移行の促進を図ることを目的

に関係機関との連絡会を開催している。平成 28 年度は連絡会を 1 回開催し、地域移行・地域定着支援の

実際についての実践報告及び意見交換を行った。平成 29 年度は連絡会を 2 回開催し、1 回目は各機関にお
ける地域移行支援の現状と課題について意見交換を行い、2 回目は障害福祉サービスの地域移行支援事業
を利用して退院した事例報告とグループワークを行った。
意見交換では、病院内に地域での地域移行に向けた取り組みや福祉サービス等の社会資源について十分

周知されていないこと、また地域でも病院での取り組みを把握していないことが分かった。また、現状で
は地域での支援の核となる相談員が不足していることや、居住の場の確保が困難なこと等、地域の受け入

れ環境が整っていないことも明らかになった。

〔考察〕
ピアサポーターの活動は、入院患者にとって地域生活のイメージを持つよい機会となるため、今後はよ

り積極的に活動を促していきたい。
また、連絡会開催により医療機関・相談支援事業所・市町の担当者の顔の見える関係が少しずつ構築さ

れつつあり、これまでそれぞれが独自に行ってきた患者支援を連絡会を通じて共通理解することで役割分
担が明確になり、退院から地域での生活が定着するまで切れ目のない支援が可能になると考える。そのた
めにも当センターでは一人でも多くの方が地域で安心して生活することができるよう、関係機関がうまく
連携できるための支援を継続して行っていきたい。
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石川中央保健福祉センターにおける「災害時医療関係機関連絡会」の取り組みについて

○中村 礼子、南 真木、小林 千鶴、伊川 あけみ（石川県石川中央保健福祉センター）

〔目的〕
大規模災害発生時、関係者が連携協力し、迅速かつ的確に医療救護活動が実施できるよう、平時から関

係者が参集する場を設定し、顔の見える関係の醸成や情報伝達のシステム作り等に取り組んだので報告す
る。

〔取組内容〕

石川県では、県及び市町、県医師会等の医療関係団体や医療従事者が相互に連携協力し、迅速かつ的確
な医療救護活動を実施することを目的として「石川県災害時医療救護対応マニュアル」が定められている。
県では、的確な医療救護活動を行うために災害対策本部の下に災害医療支援室を設置することとしており、
更に地域毎に医療救護活動の総合調整のため「地域医療救護活動支援室」を設置することとしている。こ
の「地域医療救護活動支援室」は急性期には地域の災害拠点病院に設置し、亜急性期以降は保健福祉セン
ターに移動するとしており、概ね保健福祉センター単位での体制整備が必要と考えられ、以下のような取

り組みを実施してきた。
（１）災害時医療関係機関連絡会の開催
平時から関係者が情報交換する場として、「災害時医療関係機関連絡会」を平成２６年度から

年１回開催している。参集機関は、管内の災害拠点病院、ＤＭＡＴ指定病院、救急告示病院、日赤、郡市
医師会、消防、市町、県危機管理担当課、県医療担当課、保健福祉センター等であり、災害医療コーディ
ネーターやＤＭＡＴチームメンバー、消防職員、市町危機管理担当・市町保健担当職員などが参集してい

る。このメンバーが発災時に「地域医療救護活動支援室」に集まるメンバーと考えられる。これまで、こ
の連絡会の中で、石川県災害時医療救護対応マニュアルやＥＭＩＳへの理解を図ると共に、以下の取り組
みを実施した。
（２）被災状況やニーズを把握するためのシステムづくり

医療救護活動を的確に総合調整するためには、ニーズを収集し、情報整理・分析し、保健医療の資源を
分配していかなくてはならないが、現状では、避難所等の保健医療ニーズを把握するシステムがなく、保

健福祉センターで情報収集できるよう以下の提案をした。
① 避難所から市町対策本部への状況報告について、本部から保健福祉センターへＦＡＸ等で報告する。

（報告様式は平成 29年 7 月厚生労働省医政局長等５部局長通知にある避難所情報日報を活用）
② ＥＭＩＳ加入病院を除く郡市医師会の診療所の被災状況及び医療救護ニーズ等を郡市医師会事務局

で集約し、事務局から保健所へＦＡＸ等で報告する。（様式は保健福祉センターで定める。）
（３）情報伝達等の訓練の実施

保健福祉センターへの情報伝達内容や方法等の有効性を検証するため、平成３０年度、２市町の防災訓
練に併せて、救護所開設状況や避難所状況の情報伝達訓練を実施した。訓練状況について課題を整理し、
「災害時医療関係機関連絡会」で意見交換していく予定である。

〔考察〕
「地域医療救護活動支援室」が発災早期から総合調整機能を発揮するためには、保健医療ニーズを把握

するシステムが確立し、情報伝達・情報提供が円滑に行われること、また、「地域医療救護活動支援室」を
「いつ・どこで・誰が」設置し運営するか等を定めた地域におけるマニュアルが必要と考えている。今後、
当センターの「災害時医療関係機関連絡会」を通じて検討すると共に、訓練を実施しながら体制作りを進
めていきたい。
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第４節 指導監査・実地指導

１ 社会福祉施設指導監査
表１ 社会福祉施設指導監査状況                          （平成 30 年度）

施設種類及び施設数 目   的 内  容

老人福祉施設：１８

児童福祉施設：４４

障害者施設 ： ３

社会福祉法人、社会福祉施設の事務処理及び運

営等が適切に行われるよう、実施指導を行い、社

会福祉の推進を図る

・利用者及び職員の健康管理

・災害対策

・感染症防止及び衛生管理

・事故防止、身体拘束等防止

・個別援助計画の把握    など

２ 介護保険

（１）介護保険関係業務         
表２ 介護保険関係業務一覧                             （平成30年度）

区  分 業 務 内 容          

介護保険事業計画に関すること
・管内サービス基盤及びサービス提供等の現状把握

・市町介護保険事業計画協議会等への参加

介護認定に関すること
・要介護認定に係る訪問調査員に対する研修の実施補助

・介護認定審査会委員に対する研修の実施補助

介護支援専門員の支援に関すること ・市町における介護支援専門員連絡会等への参加・助言

介護保険審査会に関すること ・介護保険認定に関する処分の審査請求に係る専門調査

介護保険施設等従事者への研修 ・高齢者施設職員への研修

高齢者虐待防止に関すること ・高齢者虐待防止ネットワーク会議等への参加

市町及び介護保険施設等への指導に関すること
・介護保険市町（保険者）事務支援の実施

・介護保険施設等実地指導の実施

（２）介護保険施設等実地指導

石川県介護保険施設等指導監査要綱等に基づき、介護サービス事業者等のサービスの質の確保・向上を図ることを目

的に実地指導を行う。

表３ 介護保険施設等実地指導状況                           （平成 30年度）                                       

区分

介

護

老
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福

祉

施

設

介
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老
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設
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養
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療
施
設
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居

宅
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護

支
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訪

問

介

護

訪

問

入

浴

訪

問
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護

訪

問

リ

ハ

居

宅

療

養

通

所

介

護

通

所

リ

ハ

短

期

生

活

短

期

療

養

特

定

施

設

福

祉

用

具

件数 1 4 1 - - - - 2 - - 3 2 4 2 -
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第５節 研修・学生指導

１ 地域保健従事者への研修

表１ 地域保健従事者向け研修状況                                  (平成30年度)
項目 日時・会場 対象 研修内容 参加者数

特定健診・保

健指導従事者

研修会

平成30年11月21日（水）

13:30～16:30

石川県消費生活支援セン

ター

管内保健指

導従事者

事例検討会

「健診データを読み取り、保健指導を考える」

講師：元ブリヂストン磐田工場

保健師 門田しず子 氏
４５人

特定給食施設

管理者等研修

会

平成31年3月8日（金）

13：30～15：30

石川県リハビリテーション

センター

高齢者施設

管理者・管理

栄養士・栄養

士・調理師

給食受託業

者

講演

「高齢者にふさわしい食事の提供について、一般食から特

別食まで～低栄養を防ごう～」

講師：石川県調理師専門学校

管理栄養士 上田広美 氏

６３人

河北郡市栄養

指導関係者連

絡会

平成30年12月19日（水）

14:00～16:30

津幡町シグナス

河北郡市内

病院・保険

者・検診機関

「いしかわ糖尿病性腎症重症化予防プログラム」について

取り組み報告

「金沢医科大学病院における

糖尿病性腎症重症化予防のための取り組み」

報告者：金沢医科大学病院 管理栄養士 竹下欣吾 氏

グループワーク

糖尿病患者が在宅食事療法を進めていくために、どのよ

うな課題があるか、その解決策について検討

３６人

新任保健師研

修会フォロー

アップ研修会

平成30年12月26日（水）

14:00～16:00

石川中央保健福祉センター

平成31年1月7日（月）

14:00～16:00

かほく市宇ノ気保健福祉

センター

管内の新任

保健師・指導

者

事例検討

・新任保健師４名の事例について検討

８人

１１人
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２ 医師臨床研修

平成１６年度から医師に対する２年間の臨床研修が必須化（医師法等の一部改正）し「地域保健・医療」研修の一環として

保健所における研修を実施している。

表２ 医師臨床研修受入れ状況                                     (平成30年度)

３ 学生実習指導等
（１）学生実習オリエンテーション

保健所の業務内容の説明
表３－１ オリエンテーション開催状況                                 (平成30年度)

日時 学校 学生数

平成30年4月25日
金沢大学医薬保健学域保健学類看護学専攻、

金沢医科大学看護学部

金大6名、医科大21名

計27名

平成30年4月26日 県立看護大学、県立総合看護専門学校第三看護学科
看護大34名、総看35名

計69名

（２）現地実習

各課担当者からの講義及び演習等                                  
表３－２ 現地実習状況                                        (平成30年度)

病 院 名 研修医数 研 修 期 間

金沢医科大学病院 4         7月、10月(1ヶ月間)

石川県立中央病院 2          9月(2週間)

学 校 名 学生数 実 習 期 間

県立看護大学 34人 平成30年 5月、6月 （2日間×3Ｇ）

金沢大学医薬保健学域保健学類看護学専攻 6人 平成30年 7月 （2日間）

金沢医科大学看護学部 21人 平成30年 7月 （2日間）

仁愛大学 2人 平成30年8月             （5日間）
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